
国立大学法人熊本大学の平成20年度に係る業務の実績に関する評価結果

１ 全体評価

熊本大学は、個性ある創造的人材を育成するために、学部から大学院まで一貫した理

、 、念の下に総合的な教育を行い 先端の創造的な学術研究を積極的に推進することとし

また、地方中核都市に立地する総合大学として充実発展し、機能的・戦略的な大学運営

、 、 、 。により 地域に根ざしつつ 国際的に存在感を示す大学として 教育研究を行っている

業務運営については、男女共同参画推進の広範かつ詳細な基本計画を策定し、次世代

女性研究者育成のためのロールモデル紹介誌作成等の取組を行うとともに、コーディネ

、 、ーター 女性の学長特別補佐の任命や育児中の女性研究者に研究補助者を措置するなど

男女共同参画推進に向けた積極的な取組として評価できる。

一方、年度計画に掲げている次期中期目標・計画に向けた、より効率的な予算配分の

在り方を検討することについては、検討資料となる他大学の好事例等を調査したのみに

とどまっていることから、着実な取組が求められる。

財務内容については、効率的な資金の活用を図るため、複数の金融機関による見積合

せを実施し、金利の高い金融機関を選定し、３～９か月の短期資金運用を実施して財務

収益として約 万円を確保し、教育研究経費として活用している。3,000
自己点検・評価及び情報公開については、これまで紙ベース又は別データとして管理

されていた教員基礎情報及び個人活動評価情報を、新たに構築した熊本大学評価データ

ベースシステム（ ）に取り込み、運用することで自己点検・評価作業の効率化TSUBAKI
を図っている。

教育研究の質の向上については、大学をアピール・活性化するような学生手作りの企

画事業の活動経費を支援する「きらめきユースプロジェクト」を実施している。また、

産学連携、知的財産活用にかかる組織を一体化したイノベーション推進機構、国際化を

推進するための熊本大学国際化推進機構を設置している。

２ 項目別評価

Ⅰ．業務運営・財務内容等の状況

（１）業務運営の改善及び効率化に関する目標

①運営体制の改善、②教育研究組織の見直し、③人事の適正化、

④事務等の効率化・合理化

平成 年度の実績のうち、下記の事項が される。20 注目

○ 男女共同参画推進の広範かつ詳細な基本計画を策定し、次世代女性研究者育成のた

めのロールモデル紹介誌作成やセミナー実施等の取組を行うとともに、コーディネー

、 、ター 女性の学長特別補佐の任命や育児中の女性研究者に研究補助者を措置するなど

男女共同参画推進に向けた積極的な取組として評価できる。



○ 今後おおよそ 年余りの期間に取り組むべき改革の指針、施策について「熊本大学10
の立つところ、目指すところ熊大プラン検討報告書 」を策定している。2008

○ 教育の質の保証及び研究成果の社会への還元を図り、国民や社会からの要請に応え

るため、教育研究組織について積極的に見直しを行い、平成 年度においては、薬学20
部附属育薬フロンティアセンター設置、大学院３研究科再編・統合による大学院社会

文化科学研究科博士課程への改組、大学院保健学教育部修士課程の設置、イノベーシ

ョン推進機構等の設置を行っている。

○ 中長期的視点から、教員定員の一定数を全学留保定員として確保し、新規事業や重

点施策に活用している。また、戦略的な新規施策を実施するために、人件費の中で学

長裁量枠を確保し、さらに機動的な人員の措置を可能にしている。平成 年度はバイ20
オエレクトリクス研究センターに２名、国際化推進センターに１名を措置している。

○ 学長のリーダーシップの下、教育と基盤的研究の実施を確実に担保しながら戦略的

経費（５億から６億円）を確保・充実し、学内公募による競争的配分をしている。平

成 年度はユニバーシティ・ミュージアム構想の実現のための準備経費として「ユニ20
バーシティ・ミュージアム経費 及び海外オフィスの管理運営のための経費として 上」 「

海オフィス等運営経費」を新たに設置している。

平成 年度の実績のうち、下記の事項に がある。20 課題

（法人による自己評価と評価委員会の評価が異なる事項）

○ 「効率的・合理的に大学運営が行われるように、学内予算を適正に編成していく。

併せて、次期中期目標・計画に向けて、より効率的な配分の在り方を検討する （実績」

報告書 頁・年度計画【 ）について、検討資料となる他大学の好事例等を調査し17 4-1】
たのみにとどまっていることから、年度計画を十分には実施していないものと認めら

れる。

【評定】 中期目標・中期計画の達成に向けて順調に進んでいる

（理由） 年度計画の記載 事項中 事項が「年度計画を上回って実施している」27 26
又は「年度計画を十分に実施している」と認められ、１事項について「年度

計画を十分には実施していない」と認められるが、男女共同参画に関して先

進的な取組が行われていること等を総合的に勘案したことによる。

（２）財務内容の改善に関する目標

①外部研究資金その他の自己収入の増加、②経費の抑制、

③資産の運用管理の改善

平成 年度の実績のうち、下記の事項が される。20 注目

○ 科学研究費補助金申請・採択増の方針を策定し、補助金獲得を推進している。これ



らの取組の結果、採択金額は 億 万円（対前年度比１億 万円増）となって16 488 5,193
いる。

○ 老朽化した施設を整備するために、施設整備の在り方について検討を行い、全学的

な対応として、人件費、病院経費及び特別教育研究経費等以外の経費から、一律５％

を控除し、新たに「施設整備経費（大学負担分 」を設けている。）

○ 附属病院においては、救急患者受入れ体制の強化や病床稼働率向上と合わせた病棟

クラークの配置増等の取組により病床稼働率は約 ％増加し、附属病院収入全体で2.1
約９億円の増収となっている。

○ 効率的な資金の活用を図るため、複数の金融機関による見積合せを実施し、金利の

3,000高い金融機関を選定し、３～９か月の短期資金運用を実施して財務収益として約

万円を確保し、教育研究経費として活用している。

○ 財務情報による財務分析を行い、他大学より医療経費比率が高くなっている状況か

ら附属病院では、医薬品の後発医薬品等への切替え、医療材料の値引き拡大のための

コンサル業者の導入、 線撮影のフィルムレス運用の徹底を図り経費削減に努めていX
る。

○ 中期計画における総人件費改革を踏まえた人件費削減目標の達成に向けて、着実に

人件費削減が行われている。今後とも、中期目標・中期計画の達成に向け、教育研究

の質の確保に配慮しつつ、人件費削減の取組を行うことが期待される。

【評定】 中期目標・中期計画の達成に向けて順調に進んでいる

（理由） 年度計画の記載８事項すべてが「年度計画を上回って実施している」又は

「年度計画を十分に実施している」と認められ、上記の状況等を総合的に勘

案したことによる。

（３）自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標

①評価の充実、②情報公開等の推進

平成 年度の実績のうち、下記の事項が される。20 注目

○ これまで紙ベース又は別データとして管理されていた教員基礎情報及び個人活動評

価情報を、新たに構築した熊本大学評価データベースシステム（ ）に取り込TSUBAKI
み、運用することで自己点検・評価作業の効率化を図っている。

○ 大学のブランドイメージ強化を図る、さまざまな広報戦略（ウェブサイトの改良、

地域連携パンフレット「熊大力」の制作、熊本空港における電照式看板広告、機内誌

及び雑誌への広告等）を行っている。

【評定】 中期目標・中期計画の達成に向けて順調に進んでいる

（理由） 年度計画の記載５事項すべてが「年度計画を上回って実施している」又は

「年度計画を十分に実施している」と認められ、上記の状況等を総合的に勘



案したことによる。

（４）その他業務運営に関する重要目標

①施設設備の整備・活用等、②安全管理

平成 年度の実績のうち、下記の事項が される。20 注目

○ 改修工事や既存施設の用途変更等により、全学で新たに ㎡の共用スペース運4,874
用を開始している。これにより、大型研究プロジェクト、教育活動、学生活動等に対

応するスペースとして有効活用することで、大学運営の活性化を図っている。

○ 五高記念館、化学実験場（重要文化財）等の保存計画案を策定し、伝統ある施設の

計画的維持管理・保存を図ることとしている。

○ 環境報告書を作成し、大学ウェブサイトにおいて広く公開している。環境保全への

取組の結果、総エネルギー消費量を延べ床面積で除した値（総エネルギー原単位）は

対前年度比 ％削減となっている。3.6
○ 大地震や風水害（台風）への対応マニュアルとして「大規模災害対応基本マニュア

ル」を新規作成し、学生・教職員へ周知を行っている。

平成 年度の実績のうち、下記の事項に がある。20 課題

○ 文部科学省が公表した「農薬の使用状況等に関する調査の結果」において、特定毒

物を所持していたにもかかわらず、特定毒物研究者の許可を受けていなかったことか

ら、引き続き再発防止に向けた取組が求められる。

【評定】 中期目標・中期計画の達成に向けて順調に進んでいる

（理由） 年度計画の記載 事項すべてが「年度計画を上回って実施している」又は13
「年度計画を十分に実施している」と認められ、上記の状況等を総合的に勘

案したことによる。

Ⅱ．教育研究等の質の向上の状況

評価委員会が平成 年度の外形的・客観的進捗状況について確認した結果、下記の事20
項が される。注目

○ 大学院自然科学研究科は「大学院教育改革支援プログラム」に基づき、科学技術教

育の全面英語化計画を実施している。

○ 教員による授業参観を中心に、教養教育の指導方法改善の取組を組織的に行ってい

る。また、学部・大学院教育における指導方法の改善の取組も行われている。



○ 優秀な学生を確保するために、大学独自の大学院奨学制度を創設している。博士後

期課程においては、リサーチ・アシスタント（ ）の対象学生を弾力的に拡充していRA
る。

○ 大学をアピール・活性化するような学生手作りの企画事業の活動経費を支援する き「

らめきユースプロジェクト」を実施している。

○ 産学連携、知的財産活用にかかる組織を一体化したイノベーション推進機構、国際

化を推進するための熊本大学国際化推進機構を設置している。

○ 韓国科学技術院（韓国）との交流を深めるために、リエゾン・オフィスを開設し、

上海オフィスに続く２番目の海外拠点としている。

○ 熊本県からの寄付を受け 「地域医療システム学寄附講座」を設置し、地域における、

医師不足等、地域医療崩壊の問題を解決するため、地域医療を支援するシステムの確

立や総合診療医の養成に取り組んでいる。

附属病院関係

○ 医師臨床研修制度の見直しに即応するため、内科系・外科系の特別コースプログラ

ムを新たに設け、研修ニーズに沿ったプログラム提供に取り組み、また、初期臨床研

修修了後、印象に残った症例レポートを提出させ発表会を開催するなど工夫が見られ

る。

研究では、エイズ治療薬（ ）が １感染症の初期治療薬として、米国食darunavir HIV-
品医薬品局（ ）から認可され、治療薬開発が特許に認められるなど着実な成果をFDA
あげている。診療では、救急搬送患者の 時間受入れのために「救急外来チーム」を24
設置、６名の救急専任医を配置するなど、社会的に要請の強い政策課題に対して大学

病院としての役割を果たしている。

今後、将来構想と第二期中期目標・中期計画を見据えた「熊大プラン検討報告書

」に基づいて、先端医療の開発・臨床導入と患者満足度の高い高度な医療に向け2008
たさらなる取組が期待される。

（教育・研究面）

○ 大学病院連携型高度医療人養成推進事業（中九州三大学病院合同専門医養成プログ

ラム）を実施し、研修プログラムの開発推進及びキャリアデータ蓄積システムの構築

を行っている。

○ 「先端医療支援センター」において、心血管治療、機能神経外科、新生児の３つの

寄附講座を設置し、先進的医療の臨床応用を目指した基盤整備に取り組んでいる。

（診療面）

○ 熊本県の委託を受け、神経精神科が主体となった高次脳機能障害に対する相談、総

合的な支援を積極的に行う拠点医療機関としての役割を担っている。

10○ 外来化学療法実施患者数の増加に伴い、化学療法センターを拡張し、５床から

床体制へ増床している。また、都道府県がん診療連携拠点病院として、がん診療連携

クリニカルパスワーキンググループを設置し、アンケート調査・テレビ会議システム

による研修会の開催、パンフレット作成等、地域との連携強化を図っている。

（運営面）



○ 経営基本戦略を定めて、病院長による診療現場ラウンド、効率的な病床運用、ホッ

トライン（通称： ライン）の設置等、種々の方策を行い、病床稼働率 の目標UP 90%
達成を推進している。

○ 診断群分類包括評価（ ）と出来高試算データとの比較検証による改善の取組をDPC
推進するため、患者別に投薬・注射、検査、画像などの包括に含まれる算定内容の多

寡の傾向を、前年度と比較したグラフとして掲示し、成果の検証と改善に活用してい

る。


